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はじめに
２０世紀に訪れた、情報技術の発展と浸透による急激な社会の情報化は、社会に流通する情報量を爆発的に増大させたのみならず、社会全体に大きな影響を及ぼし、知識社会と呼ばれる新しい社会を到来させようとしている。知識社会とは、知識が経済活動と資本の蓄積の源泉となり、知識が利潤を生み出す主要な資源となる社会である。今後の知識社会において、情報デザインは情報を分かりやすく表現し、情報共有の効率を高めることに加え、知識を創造する場面にも寄与する存在になることが求められる。

人間は古来より、新しい情報の伝達手段を獲得しては、それらによって自らの社会を営み生活するための情報を次々と産みだし、人々の間で共有しながら生活してきた。人類の黎明期から古代にかけて言語、図画、文字などの原始的なメディアが発明され、対話による情報交換や図画・文字による情報の記録・保存がなされるようになった。１５世紀後半に活版印刷が発明され、近代以降には写真や映画のような画像・映像メディアが発達すると、マスメディアにより生産された情報が文字や映像など様々な形で世界中に伝達されるようになった。そして、２０世紀中頃に発明された当初、軍事目的の計算機器に過ぎなかったコンピュータが、２０世紀後半に産業支援を目的に人間同士のコミュニケーションを仲介するツールに改良されると、２０世紀末に爆発的に普及したインターネットによって、さらに世の中に出回る情報の量は増大した。現代は情報の量が爆発的に増え、そのために我々の身の回りは情報が溢れる状態になり、人々やマスメディアから膨大な量の情報が送られるようになっている。このような中で、情報を人から人へわかりやすく伝え多くの人々の間で共有する活動が情報デザインと呼ばれ、注目を集めている。
本論は、情報デザインをこれまでいわれてきたような“情報を誰もが分かるように整理し表現すること”つまり、情報をいかに扱うかを目的とするものとしてよりもむしろ、情報デザインがその目的を達成することによって何を成せるのかに注目する。

現代は、ＩＴ革命による急激な社会の情報化とグローバル化により、工業社会から知識社会に移行しているといわれる。知識社会においては、情報産業やコンサルティング・ビジネスなどの知識産業が興隆し、企業経営においては知識資産が資産の多くを占めるようになり、知識が企業の利益の源泉となるといわれる。

このような知識社会において、身の回りの膨大な情報の中からいかに有用な知識を創り出、活用し、共有するか、それが経済活動において重要な課題になるといわれる。

つまり、個人の持つ知識をいかに効率的に伝達し組織的に共有し、さらなる知識創造に繋げるかが重要な課題になる。このような知識社会においては、情報デザインの方法論は、知識を伝達し合い新たな知識を生み出すための手法と位置付けられるのではないだろうか。

第一章　情報デザインとは何か
第一節　情報伝達技術史

情報デザインは２０世紀後半に、社会の急激な情報化に伴って現れてきた概念である。ここでいう情報化とは、コンピュータとインターネットを中心とする情報技術の普及により、文字・音声・画像など様々な情報を一元化しデジタル情報としてやり取りする情報交換の形式が、経済活動においても日常生活においても広く普及してきたということである。

人間は古来より情報を様々な技術とメディアを利用してやり取りしてきた。時代と共に、そして技術の発達が段階をおうごとに、我々は情報をより速くより多く伝達するようになってきた。その発達の最も新しい段階が、コンピュータとインターネットを中心とする情報技術により情報をデジタル化して伝達するコミュニケーション形態である。現代では、誰もが大小のコンピュータ端末を持ち、インターネットに接続して情報を発信するため、情報を分かり易く表現し伝え合うことは、日常生活における身近な課題となっている。

情報デザインとは、情報を分かりやすく伝え合い多くの人々の間で共有する活動であるが、物事を情報化して表現する際には常に行われることである。我々が日常生活の中で人と会話したりメールを書いたりするような身近な場面でも、我々は常に情報をデザインしている。情報デザインは人間同士のあらゆるコミュニケーションにおいて行われているものである。

したがって、コミュニケーションの歴史は情報伝達の歴史であり情報デザインの歴史とも言える。ここで、人間がどのような手段を用いてコミュニケーションを行ってきたのか、その情報伝達の歴史を振り返ってみる。

ⅰ言語による情報伝達　およそ１４万年前～

人間同士の情報伝達の始まりは言語であった。言語の特徴は、複雑な情報を共通のコードに変換して伝達できることである。伝え手が情報を決められたコードの配列で音に変換して発声し、それを聞いた受け手が音をコードの配列から情報に変換し直すことで、複雑な情報を伝えることができる。人類が言語を操るようになったのは、ホモ・サピエンスとして直立二足歩行を始めた１４万年前以降であるといわれる。

ⅱ図画による情報伝達　およそ１４万年前～

　図画の発明により、事象を視覚情報の形で伝えることができ、共通理解を得られやすくなった。言語と図画のどちらの伝達手段が先に発明されたかは定かではないが、やはり１４万年前頃から直立二足歩行になり、脳の容量が徐々に増加していった人類は、やがて空いた２本の手を使って石器や土器、衣類や住居などの道具を利用して生活するようになり、このような生活の充実に伴って、多産や狩猟の成功を願う呪術的な行為の意味合いから、狩猟の様子を描いた絵画を洞窟に描くようになったといわれる。フランスのラスコー洞窟、スペイン北部のアルタミラ洞窟に残されている、動物などを描いた洞穴壁画が現存する最古の図画による情報伝達である。

ⅲ文字による情報伝達　紀元前４０００～３０００年～

　文字の発明により、言語情報を記録・保存することが可能になった。ⅱのラスコーやアルタミラの壁画は単純な視覚情報であるが、文字は言葉をそのコード配列に沿って視覚化したものであり、言語レベルでの複雑な情報を記録・保存することができる。文字は古代文明において発明された。紀元前３０００年頃、メソポタミア文明で楔形文字が、またエジプト文明で象形文字が使われたのが最初であるとされている。その後、時代に伴い各地で様々な文字が発明され、社会の複雑な事象や人間の精神活動の情報を伝え合うようになった。

ⅳ印刷の発明

文字情報の生産効率と、文字情報の伝達性を飛躍的に高めたのが、印刷技術の発明である。１５世紀後半にグーテンベルグにより活版印刷術が発明され、同じ文字情報を大量に複製することが可能になった。複製により、聖書など社会的に重要な書物が大量に印刷され、例えば宗教改革においてルターによるドイツ語聖書の大量出版を可能にして社会の変化に重大な影響を及ぼし、やがては近代以降の社会にマス・メディアを生み出し、社会における情報伝達に重要な役割を与えた。１９世紀前半には、イギリスで産業革命中に蒸気機関を利用した印刷が始まり、１９世紀後半から２０世紀にかけて新聞が社会的な情報伝達の中心になった。

ⅴ写真の発明

　写真により、事象を視覚情報としてより現実的に、直観的に伝えることが可能になった。写真の像は、直観により認識できる事象の像を平面に定着したものである。現在の写真の撮影方法は１９世紀前半に発明された。写真もまた複製が可能であることから、写真を大量印刷する技術が開発されるようになり、技術的に可能になった１９世紀後半から新聞紙上に写真が使われるようになり、写真イメージが大量生産されるようになった。このことは、芸術作品の複製を可能にし、２０世紀の芸術作品に対しても重大な影響を与えた。

ⅵ映像の発明

　映像により、動く実像を視覚情報として記録・再生して伝達できるようになる、また事象を伝達する際の視覚的な再現性が飛躍的に高まった。最初の動画装置による動画放映は１９世紀末に行われた。この後、映写機を用いたニュース映画や娯楽映画による情報伝達は、極めて伝達性の高い有効なメディアとして広まり、２０世紀前半にはナショナリズムの高揚をテーマにした映画やニュース映画が数多く作られるなど、政治的プロパガンダとしても利用された。その後、テレビ放送の発明により映像メディアは、新聞と並び報道メディアになるなど、マスメディアとして、また娯楽としても大きな役割を果たすようになった。最初のテレビ放送は１９３４年にドイツで行われ、日本では１９５３年にテレビ放送が開始された。

ⅷ通信の発明

　電気を利用した通信の発明により、電信や電報や電話がはじまり、距離を縮めリアルタイムで素早い情報伝達が行えるようになった。電気の仕掛けはその後のラジオ・テレビやインターネットなどあらゆる電子メディアを支えている。電信は、１９世紀後半に、距離に関係なく情報交換できることの有用性から、広く利用されるようになった。やがて１９世紀後半に有線電話が発明され、その後の開発で無線電話であるラジオの発明に繋がった。

ⅷコンピュータとインターネットの発明

　２０世紀後半から末にかけて普及したコンピュータとインターネットにより、誰でも文字・音声・画像などの多種類の情報を一元化して、大量にやり取りすることが可能になった。特にインターネットの１９９０年代からの爆発的な普及は、一般の市民も含め誰もが自らの持つ情報を発信し、世界各地の情報を手に入れることを可能にした。インターネット利用人口は、２００２年末の時点で、アメリカで１億６０００万人を超え日本では７０００万人に達し、世界中で１日当たり数十万人の割合で増えつづけており、２１世紀半ばには世界で数十億人がインターネットを利用するといわれる。経済活動においても、あらゆる産業に情報システムが取り入れられ、情報システムが社会の新たなライフラインとまで呼ばれる状況が出来てきている。このような社会全体の急激な情報化は、情報産業という新たな産業を生み出し、人々の情報との接し方を変え、社会に大きな影響を及ぼしている。２１世紀初頭のブロードバンド回線の普及により、人類は過去１００万年間で扱ってきた情報と同じだけの量の情報を３年間で扱えるようになったとまで言われる。このような膨大な量の情報が出回る中で、情報を分かり易く設計して表現し、多くの人の間で共有することをテーマとする情報デザインという分野が現れてきた。

第二節　情報デザインの発生とその意義
情報デザインは、上記のⅷの段階に、１９５０年代に芸術・デザインの領域から現れた。初めに情報デザインという名の学科を設けた学校は、バウハウスの流れを継ぐドイツのウルム造形大学である。ウルム造形大学は１９５３年から１９６８年まで開校していたデザイン大学で、プロダクト、建築、ビジュアル・コミュニケーション、そしてインフォメーションという４つの学科を設置していた。ウルム造形大学は、２０世紀デザインの先駆的存在とされ、また２０世紀前半にモダン・デザインの中心的存在であったバウハウスの流れを継いでいることからも、時代の流れを先進的に反映した学科構成であったと考えられる。

日本では、最初に情報デザインを専門領域として設置したのは、１９８９年から開校した神戸芸術工科大学の視覚情報デザイン学科である。その後も情報デザインの領域は芸術・デザインの分野の大学で学科として設置され、現在では日本のほとんどの芸術・デザインの分野の大学で教育内容として扱われている。

また、情報デザインは情報、メディア、コミュニケーションの分野でも扱われている。情報デザインとはデザインの専門家のみが行う活動ではなく、情報技術を用いたコミュニケーションにおいて誰もが行う活動である。また、コンピュータとインターネットが普及し誰もが情報発信できる環境が整ったことによってはじめて重要視されてきた活動であり、例えばウェブサイトをデザインする際に、情報を分かりやすく配置し伝達性を高める方法論として注目されている。

このことからもわかるように、「情報を分かりやすくデザインする」という情報デザインの課題は、誰もが直面する身近な問題でありながらも、これまで主に、デザイナーや情報の専門家の領域として扱われ、例えば我々の日常生活の中で接するマニュアルや標示などの情報伝達ツール、あるいはウェブサイト上の、情報の表現や配置について、どのような問題解決を行うことができるか、という視点から考えられてきたのではないだろうか。

「重要な情報は簡単には理解できないように提供されていることの方が多い。いくら読んでも、知りたい答えが決して見つからないマニュアルの小冊子や道路地図、高速道路の標識、電気代の請求書、税金関係の書類などを思い浮かべてほしい。情報デザイン、つまり誰もが分かるように整理、表現、表示された情報が切実に必要とされている」渡辺保史『情報デザイン―分かりやすさの設計―』平凡社
このように、我々が日常生活の中で接する情報には確かに分かりにくく表現されたものが多く、情報デザインがそのような問題を解決し、我々の日常的なコミュニケーションに貢献できることは事実である。しかし、このような問題は日常生活の中で直面する細かな問題であり、また多少マニュアルや地図や標識や書類や、あるいはEメールが分かりづらくても、それらはわずかな時間を余計に費やすだけで解決できる問題であるという取り方もできる。情報デザインが行う問題解決の今後の発展性を考える上では、そこから一歩先に議論を進め、情報を分かりやすく伝え合い効率的に共有することが、現代社会において何を生産できるのかという点に注目して考える必要があるのではないだろうか。本論では、我々が行う経済活動の実践の場において、情報デザインがどのような貢献ができるかについて考える。
第二章　知識社会の到来
第一節　知識社会とは何か
　ここまで情報デザインについてその誕生と技術的背景としての歴史について見てきた。情報デザインは日常のコミュニケーションのみならず、経済活動の場において生産性を高める上でもその役割が重要になっている。その背景には、社会の情報化による情報の流通量の増加という部分的な事情よりも、むしろ社会全体が知識社会という新しい社会に移行しているといわれていることが挙げられる。では、知識社会とはなんだろうか。

知識社会とは、我々が行う経済活動において知識が、価値と利益を生み出すの主要な源泉となる（知識化する）社会のことである。知識社会においては、コンサルティング・ビジネスや情報産業や人材業をはじめとする知識産業が興隆し、さらに重要なことには、製造業など全ての産業において知識が利益を生み出す主要な資源となる。知識社会は、「知価社会」、「ポスト産業資本主義の社会」など様々な呼ばれ方をしているが、どのような呼ばれ方であっても、知識が社会の中核となる社会“Knowledge Based Society”であるという見方は共通している。

また、知識社会とは、時間軸で見れば、農業社会、工業社会の次の時代として、社会の急激な情報化をきっかけにやってきた新しい社会と位置づけられている。知識社会について、その到来を予測したことで知られるアルビン・トフラーは著書『第三の波』でこの社会の到来について、人類が経験する３番目の波として述べている。

トフラーによれば、第１の農業化の波により農業社会が到来した。農業化の波とは、紀元前の古代文明において農業技術が発明され、田畑で稲や小麦を作る生産性を飛躍的に高めたことである。このことは世界の職業供給量を飛躍的に増大させたといわれ、これによって、世界の人口は１万人規模から１００万人規模に増大したという。その後も時代を経るごとに各地で農業技術の開発は進み、食糧供給の量的増大と安定化を進め、人口増加と文明の発達の土台になった。

次に、第２の産業化の波により、工業社会がもたらされた。産業化の波とは、直接には１８世紀後半に始まった産業革命のことを指す。産業革命はイギリスにおいて始まり、ヨーロッパ、そして世界に広がった。ジェームズ・ワットによる発明を契機に開発が進んだ蒸気機関により、生産と輸送の効率が飛躍的に高まった。蒸気機関を組み込んだ大型機械が次々に発明され、それまでの家内制の手工業から、大規模な工場で多数の労働力を使った大量生産システムが可能になり、労働者１人当たりの生産性を飛躍的に高めた。また、スティーブンソンの発明した蒸気機関車により輸送手段として鉄道が普及し、これが物資の輸送効率を高めた。その後も石油や電力エネルギーなどの天然、人口の工業資源の発明に伴い、大規模大量生産を主題とする工業社会が発達した。日本においては、工業化自体は１９世紀末から急速に進んだが、２度の世界大戦を経た１９６０年代以降の高度経済成長期に、製造業を中心に大規模大量生産の産業が発達し、急激な経済成長を実現すると同時に、人々の生活に様々な物財をもたらした。

そして現在まさにやってきているのが第３の情報化の波である。２０世紀半ばに誕生したコンピュータと、１９９０年代以降に急激に浸透しているインターネットという情報技術は、画期的な情報通信手段として機能し、社会に情報産業という新しい産業分野を生み出しただけでなく、あらゆる分野において高度な情報利用を可能にした。そして、通信網の整備と情報利用の高度化は市場のグローバル化を促進した。インターネットにより、誰もが世界中に向けて情報を発信でき、誰もが世界中から情報を得ることが可能になったということは、情報をインターネットにつなげれば、言語等の実際的な制約は存在するものの、基本的には世界中の人々が共有する情報になることを意味する。それは同時に、あらゆる物事をインターネット上の世界共通の情報として一元化し、標準化することでもある。標準化は、経済活動においては市場を一つに統合すると同時に、それまで競争関係になかった地域同士、人同士を競争関係におく。世界規模での標準化の促進と競争の激化は、物財の行き渡った先進国においては、差異を生み出すことを困難化させる。この状況下において、差異性を生み出す資源こそが知識であり、それゆえ知識が価値を持つことが必然的になる。

１９８５年に著書『知価革命―工業社会が終わる　知価社会が始まる―』において、知識が経済活動において主要な資源となる社会の到来を予見した堺屋太一は、２００２年の著書『日本の盛衰―近代百年から知価社会を展望する―』で、石炭や石油などの物質的な資源が利益を生み出す主な源泉となる工業社会から、現代は知識や知恵の価値である「知価」が経済活動と資本の蓄積の主要な源泉となる社会に入ったとしている。

２０世紀後半、先進国においては生活の質と効率を向上させる様々な物財が人々の間に普及した。このような状況下では、物自体の価値は低下する。例えば日本においては、１９６０年代の高度成長期まで、物が十分にない時代だったからこそ、電動の洗濯機、冷蔵庫、カラーテレビが三種の神器と呼ばれ、誰もがそれらを手に入れるために買い求めた。工業社会において重要だったのは、物質財そのものであった。高度成長期において人々が買い求めていたのは製品の機能であり、デザインではなかった。人々にとっては、それが洗濯板ではなく電動の洗濯機であり、氷ではなく冷蔵庫であり、白黒ではなくカラーのテレビであるからこそ手に入れる価値があった。そして、それらの価値の源泉を構成していたのは部品であり原料である、オイルや鉄や電気という物質的資源であった。しかし、高度成長期に一通りの物財が人々の生活に行き渡った結果、既に十分な物財を持っている人々にとっては、それ以上、別の物財を手に入れる必要がなくなることになる。さらに、地球環境問題や石油資源の枯渇問題など、資源エネルギーの節約や持続可能な開発が全地球的な課題として社会に広く浸透してきた。それらの経過の結果として、

「人間の欲求が、客観的に計りやすい物財やサービスから、計り得ない主観的満足へと変わっている」『日本の盛衰―近代百年から知価社会を展望する―』堺屋太一、ＰＨＰ研究所

と堺屋太一が述べているような、ニーズのソフト化という変化が起こったと考えられる。すなわち、物財の余剰化と物財の有限意識により、人々の欲求の対象は物財そのものから、人とは違う物、より他人の評価を得られる物、それを持つことでより主観的満足を得られる物に移行したのではないだろうか。色、形、素材、機能が、所有している他人と違う、流行に沿っている、好みに合うなどの理由から、同じ洋服や靴や鞄を何度も買い換えるようになる。今では携帯電話の新機種が出る度に、大型電器店の発売記念セールに並ぶという人も少なくない。人々は、流行り、特殊、好みに合うなどの、無形の要素に手に入れる価値を感じるようになっている。そして、これらを構成する要素とは、優れたデザインやユニークな機能の組み合わせなどであり、それらを生み出すのは物質というよりも、知恵や知識である。

第二節　知識社会の諸相
知識社会は知識が経済活動の主要な資源であると述べたが、そのことを幾つかの面から見てきたい。

産業の知識化

知識社会においては、知識が経済活動の主要な源泉になることから、産業が知識化するといわれる。実際に、従来主流だった重工業や鉄鋼業や製造業などのハードを扱う産業の成長は下火になり、これらに替わり、ＩＴ関連産業をはじめ広告業、人材業、コンサルティング業、デザインなどの知識を扱う産業（知識産業）が興隆している。

電機業界において「総合電機メーカー」と呼ばれてきた日立製作所が、２００２年春に従来の主軸製品であった家庭用電化製品の製造・販売部門を分社化し、同年秋には今後の経営方針として情報通信分野を主軸とする経営体系に切り替えることを発表したこともその一例であろう。

ＩＴ産業内においても、かつて高度成長期から業務用大型コンピュータや個人用端末をはじめとするコンピュータハードウェアの製造・販売でシェアを握っていた日本ＩＢＭが、９０年代前半に業績悪化に陥り、９０年代後半から００年代の数年間に、主要商品をハード製品から、システムソフトウェア、サービスなどのソフト製品に一気に転換したことで、業績を回復している。既にハードの製造・販売では競合他社との差異を生み出せなくなり、競合他社と差別化し顧客を獲得するためには、ハードに加え、それを用いていかに効率的な情報システムを実現し、利潤につなげられるかというソフトのサービスを重視しなければならず、それでなければ、利益を生み出せないという市場の現状を端的に示しているのではないだろうか。

また、従来の産業も知識化する。製造業の一種である電機業界において、家庭用電化製品を製造・販売してきたソニーや松下電器産業や日立製作所といった大企業が、近年になって、他社との差別化を図るためにそれぞれが看板ブランドを立ち上げ、コンピュータ製品においてデザインや機能の特殊化を重視している。これは、ハード面で他社と根本的に異なる物を生み出すのではく、マーケティングデータを基に企業イメージや製品の表面デザイン、機能の組み合わせのユニークさを、テレビＣＭや戦略的な広告ＰＲによって強調し、他社製品との差別化を図るという手法をとらなければ利益を生み出せない事情からである。つまり、利益を決定付けるのはハードの物財での差別化というより、ブランドマネジメント、デザイン、広告戦略、マーケティングなどをいかに行うかという点になり、このような課題を解決するものは決して物質ではなく、人間が生み出す知識に他ならない。

有形資産から知識資産へ

企業の持つ資産の内、機械や設備や建物などの有形なものを有形資産と呼ぶ。工業社会においては、大規模な設備や工場などの有形資産の多寡が、利潤を生み出す原動力であった。しかし、工業社会から知識社会への転換に伴って、企業においては企業資産の内、物財など有形資産の占める割合が減少し、知識や人材などの知識資産が占める割合が増大している。

岩井克人は著書『会社はこれからどうなるか』で、次のような数字を紹介している。

米ブルッキングズ研究所のマーガレット・ブレア博士とマサチューセッツ工科大学のトマス・コーチャン教授の編纂した『新しい関係―アメリカの会社における人的資本―』に登場する数字として、１９７８年末における、アメリカで株式を上場している企業全体の市場価値総額においては、機械や設備や建物やコンピュータ機器といった有形資産が８３％の割合を占めていたが、１９９８年末における市場価値総額の内訳を計算すると有形資産の占める比率は３１％まで落ち込んでおり、残りの市場価値はブランド名や特許権やデータベース、経営者の企画力、技術者の開発力、社員の持つノウハウなどそれ自体は具体的な形を持たない無形資産の価値が占めるようになっていたというものを紹介している。

「ブレアとコーチャンが無形資産と呼んだ資産は、何らかの意味で「知識」や「能力」と関連しているという意味で「知識資産（Knowledge Assets）」とよびかえてもよいものです。」

岩井克人『会社はこれからどうなるか』、平凡社、P７１

ブランド名や特許権やデータベースは人によって創り出され加工された知識、企画力や開発力やノウハウは人の頭脳に蓄積された知識という性質の違いはあるが、それらはどちらも知識資産と呼べるものであり、知識社会において経済活動の源泉となっている。工業社会においては、大規模な工場設備を利用して物財を大量生産することで利益を生み出すことができたが、物財が行き渡っている知識社会においては、物質財を組み立てる設備だけでは利益を生み出すことには繋がらなくなり、ブランド名やデータベースの内容によってこそ差異性を創りだし、利益を生み出すことができるようになる。したがって、差異性を創りだす企画力、開発力、ノウハウといった、人材の持つ知識が重要な役割を果たすようになる。

知識労働者・ナレッジワーカーの台頭

「知識が中核の資源となり、知識労働者が中核の働き手となる。」Ｐ．Ｆ．ドラッカー『ネクスト・ソサエティ』、ダイヤモンド社、Ｐ５

前述のように知識社会においては、知識をいかに扱うかが企業の利潤を決定付けるため、知識が属人的な存在であることから、必然的に知識を扱う職種が重要な役割を担うようになる。デザイナー、コンサルタント、エンジニア、プログラマーなどである。

「知価は多様だ。科学技術の発明、デザインやブランド・イメージの創造、映像やゲームソフトの制作、テーマパークやテーマホテルのコンセプト創り、芸術の演奏、個性的な旅行の企画、そして金融工学から個人の投資顧問までの金融コンサルタントなど、多様に広がる。職業職種の名でいえば科学者、研究者、調査員、プロデューサー、ディレクター、デザイナー、設計者、エディター、プログラマー、広告企画者、医師、税理士、弁護士、そして各種のコンサルタントと、それに情報や分析結果を提供するアナリストなどである。」堺屋太一、前掲書　Ｐ２６３－Ｐ２６４

　堺屋太一が挙げている職種は、いずれも物的資源や物財そのものの収集や製造や加工に携わることはない。つまり、特有の専門知識を用い、物事を分析したり新たに知識を創造したりして価値を生み出す職種である。先に述べたブランド・マネジメントや広告戦略やマーケティングとは、まさにこれらの職業がそれぞれの持つ知識を活用しあらたな知識を創り出す作業である。そして、このような知識創造の現場においてこそ、情報デザインの知見が生かされると考える。

第三章　知識社会における情報デザイン―知識創造と情報デザイン―
第一節　知識とはなにか

　知識・情報・データ

　知識社会においては知識が経済活動の源泉となり、企業の利潤を生み出す主要な資源となるため、企業においてはいかに有用な知識を創造するかが重要な課題になる。知識は属人的な存在であるため、企業集団においては個人の創造した知識を活かすためには知識の交換が必要不可欠になる。この知識の交換のプロセスにおいてこそ情報デザインの知見が生かされるべきであると考える。

　まずは、この知識の交換において情報デザインの果たす役割を明らかにするために、知識と情報の関係について考える。

ポール・リルランクは著書『ソフトウェア社会進化論』の中で、我々の接する広い意味での「情報」を、データ・情報・知識の３段階に分類している。

【ポール・リルランクによるデータ・情報・知識の分類】

データ：ソースコードで直接に表現されるもの

データとは、認識される状態あるいは事象に関して、ソースコードで表現されるものである。このソースコードとは、数字、言葉、画像など、それが表す事象あるいは状態を直接表現するものならどんなものでもよい。データは、階層上の最下層に位置する形態である。「未加工のデータ」は、産業における天然資源（鉄鉱石、天然ゴム、小麦、シリコンなど）に対応するものといえる。

情報：付加価値を持つデータ

情報とは、付加価値を持つデータのことである。鉄鉱石を加工して、弾丸、銑鉄、鋼材、さらには他の物質と混合することでさまざまな合金を作り出すことができるように、データを加工することで、より付加価値の高いものを作り出すことが可能である。未加工のデータは表にまとめたうえで、グラフに表現したり、中間値、平均値、標準偏差、パーセントなどのさまざまな指標に集約することも可能である。たとえば、国民総生産やその成長率は、膨大な量のデータをまとめた、非常に付加価値の高い情報である。

知識：情報と情報に価値を付加するルールとを組み合わせたもの

知識とは、情報それ自体と価値を付加するルールを組み合わせたものである。すなわち事実を知り、かつその由来、関連する事実及び他の事実との相互作用について知ることである。こうして知識という言葉には、情報の持つ意味、メカニズム、文脈を理解することが含まれる。これによって新しい情報に対しても適切な対応が可能になるのである。

一方、Robert E. Jacobsonの著書『Information Design』においてNathan Shedroffは「情報」を次のデータ・情報・知識・知恵の４段階に分けている。
【Nathan Shedroffによるデータ･情報・知識・知恵の分類】
データ：未加工の材料であり共有価値のないもの

データとは、コミュニケーションとして価値のあるものではない。なぜなら理解の形成を前提にしたものではないからである。データは生産者にとって有益であり、消費者に対して意図されているのではない。データとは、我々がコミュニケーションを構築するために利用するいわば未加工の材料である。

情報：データのまとまりとして意味ある型に組織されたもの

データを情報に変形することは、それらを意味ある型に組織すること、適切な方法でそれらを提示すること、それらの周りの文脈を伝達することによって達成される。つまり、情報とはコミュニケーションにおいて扱う最初の段階の「情報」である。

知識：最も価値のあるメッセージであり、他者との相互作用を通じて意味と型が共有され、経験により増加する、

知識とは、経験を通して獲得される。知識は経験により増加する。知識は、他者との相互作用の構築を通じてやり取りされ、その情報の意味と型が共有される。知識とは、根本的に参加型なのである。すべてのコミュニケーションはデータや情報のレベルではなくこの知識のレベルを目指すべきであり、それによって我々は最も価値のあるメッセージを伝えることができる。
知恵：個人の行う思考の積み重ねによって得られるもの

知恵は他の情報のレベルと比べてはるかに抽象的で哲学的であり、我々はどうやってそれを創り出したりそれに影響を与えたりするかについてはあまり分かっていない。知恵とはメタ知識の一種、経験によって理解されるすべてのプロセスと関係が混ざり合ったものである。それは熟考と、評価と、回顧と、解釈の結果である－そのすべては特に個人的なプロセスである。知恵はデータや情報と同じように創ることはできないし、また知識のように他者と共有することはできない。
【ポール・リルランクによるデータ・情報・知識の分類】
データ：ソースコードで直接に表現されるもの

情報：付加価値を持つデータ

知識：情報と情報に価値を付加するルールとを組み合わせたもの

【Nathan Shedroffによるデータ･情報・知識・知恵の分類】
データ：未加工の材料であり共有価値のないもの

情報：データのまとまりとして意味ある型に組織されたもの

知識：最も価値のあるメッセージであり、他者との相互作用を通じて意味と型が共有され、経験により増加する、

知恵：個人の行う思考の積み重ねによって得られるものであり共有できない

リルランクは、企業活動における知識運用の実践に限定した視点から分類し、Shedroffはコミュニケーションにおける情報の原理の視点から分類しているという両者の立場の違いがあるため、一概に比較ができない材料ではあるが、少なくとも両者の分類から明らかになるのは、知識が「事実を知り、かつその由来、関連する事実及び他の事実との相互作用について知ること」であり「情報の持つ意味、メカニズム、文脈を理解すること」である、つまり、それ自体では成り立たず他との関係性の中においてのみ知識として成り立つということである。

例えるなら、リルランクが情報の例としてあげる、国民総生産のグラフが、何を意味しており、他の経済指数のグラフとどのような相関関係にあるかというルールを知っているということだろう。そして「これによって新しい情報に対しても適切な対応が可能になる」ということは、新たな情報として別の経済指数のグラフが示されたときにも、それを分析し新たなルールを創る、つまりは知識を創造することが可能ということであろう。このように常に他との関係を結び可変するからこそ、知識は「最も価値のあるメッセージ」であり、経済活動の主要資源になりうるのではないだろうか。

また、Shedroffが「他者との相互作用の構築を通じてやり取りされ、その情報の意味と型が共有される」と述べるように、知識は属人的である。個人個人によって知識を得る経験的バックグラウンドは異なるため、人それぞれ特有の知識を持っていることから、知識は人同士が交換することで結びつきあい変化する。このプロセスから、より有用な知識が創造される。
　Shedroffは知恵についても言及しているが、これは個人が経験と知識を材料に思考の積み重ねによって培うものであり、いわば知識を生み出すための個人に内在する資質のようなものであると考えられるため、ここでは言及しない。

　知識とは経験を通じて増やされるものであり、他者との交換によって変化を起こしたり創造したりすることができる。したがって、集団のコミュニケーションの中でいかにして有用な知識を共有し創造するかが、利潤を生み出せるかどうかを左右することになる。

暗黙知と形式知

　知識資産の共有と創造が課題となる企業の現場での知識に関する研究から、知識そのものも、その共有の可能性から２種類に大別されている。知識の源泉であるが、共有の難しい知識を暗黙知、暗黙知が言語化、社会化されたものであり、共有しやすい知識を形式知が呼ばれている。

【暗黙知と形式知の違い】

	暗黙知
	形式知

	· 語化が困難な知識

· 経験や五感から得られる直接的な知識

· 現時点での知識

· 身体的な勘所やコツと結びついた知識

· 主観的、個人的

· 情緒的・情念的

· アナログ知、現場の知

· 特定の人間や場所、対象に特定されたり、限定されたりすることが多い

· 身体経験を伴う共同作業によって共有したり発展したりすることができる
	· 言語化された明示的な知識

· 暗黙知から分節される体系的知識

· 過去の知識

· 明示的な方法や手順、事物に付いての情報を理解するための辞書的構造

· 客観的、組織的

· 理性的・論理的

· デジタル知、了解の知

· 情報システムで補完することによって場所の移動や、再利用が可能

· 言語的媒介を通じて共有したり、編集したりすることが可能


紺野登『ナレッジ・マネジメント入門』、日本経済新聞社より

　暗黙知とは、例えるならスポーツや芸術の実践における主要な知識で、言語化が困難であり、個人的かつ主観的で、身体経験を伴う共同作業によって共有が可能になる。属人性が高く、資産として活用しづらい形態であるといえる。これに対して、形式知は客観的に言語化された明示的な知識で、情報システム上に載せて再利用しあうことも可能であるため、組織的に活用することが容易であり、資産として活用しやすい形態である。このため、企業経営においては個人の持つ有用な暗黙知を形式知に転換し、多くの人の間で共有することが課題となっている。

第二節　知識のデザイン

知識のデザイン

　今後の知識社会において、経済活動と資本蓄積の主要な源泉になるのが知識であり、企業経営においては知識資産の活用が重要な課題になることはこれまで述べてきたが、では情報デザインがどのように貢献できるのか、という点について考えてみる。これはいわば、知識の共有と創造を目的とした情報デザインであることを考えれば、知識を共有する枠組みを設計し、伝達する知識の構成を判断する、知識のデザインとも呼べるだろう。

形式知の共有―表現手法、アクセシビリティ―

　それでは知識社会の経済活動においてどのような場面で情報デザインが求められるのか。知識の共有と創造における課題は、１つは、知識を人同士が交換する現場で知識をどのように表現し伝達できるかという点であり、もう１つは、知識を共有し創造するために必要な大きな意味での枠組みを作るという点であると考える。

前者の知識交換の現場における知識の伝達という課題であるが、これについては、形式知が迅速に伝達・共有される必要があること、また共有した形式知から派生する新たな知識を創造する必要があることから、情報デザインの原則に従い、分かりやすい形で表現して迅速な伝達・共有を行うことが必要である。同時に、知識を受け取った相手が、その知識を送り手が伝達に際して構想した体系に再構成しやすいものである必要がある。ここで高い成果を上げるには、情報伝達の歴史において発明されてきたメディアである、口頭説明（言語）・文章表現（文字）・図解・画像・映像を用いる情報デザインの表現手法と、また情報デザインの分野で開発されている情報を構成する手法を総動員することが求められるのではないだろうか。物事を論理的に表現し説明する手法など、口頭説明の手法についてはビジネスコミュニケーションの分野で実践の手法が研究されているが、これに加えて図解表現や、情報技術を用いたメディア表現なども、知識の効率的な伝達を行うためには情報デザインの視点からの導入が十分に検討されるべきではないかと考える。

　また後者の、知識の共有と創造を行うための枠組みをいかに作るかという課題であるが、これは言い換えれば知識のアクセシビリティをいかに達成するかということである。知識社会においては、我々は必要とされる知識を素早く手に入れ運用するための交通技術と呼ぶべき環境を整理することが求められる。有用な知識の存在が重要であると同時に、その知識がいかにスムーズにアクセスできるものであるかが問われることになる。
「知識社会では、知識は単に固定的なストックとしての役割だけを果たすのではない。そこでは、新しい知識が生産過程に持続的に投資される。サービス生産にとって、知識がエネルギー源の役割を果たしているのである。知識の動的発展を支えるための交通技術の重要性が増加している。」ポール・リルランク『ソフトウェア社会進化論』

アクセシビリティとは、元々は障害のある人や高齢者でも、誰でも利用できるかどうか、その利用しやすさ、アクセスしやすさを表す概念である。アクセシビリティに関する議論においては初め、建築物や交通機関などのハードを障害者や高齢者がどれだけ利用して社会参加できるかという、ハード面に対するアクセシビリティが問題とされてきたが、現在ではソフトウェアや、特にウェブサイトのアクセシビリティが注目されている。ウェブサイト上の情報に対するアクセシビリティも高齢者や障害者にとって利用しやすいものを作ることを想定して意識され始めたものではあるが、ウェブサイト上での情報に対するアクセシビリティは、伝達性の不十分なウェブサイトなどが多い現状では誰にとっても問題であり、まさしく情報デザインの領域で開発されている、情報の構成手法が取り組むべき問題であるといえる。ウェブアクセシビリティは、そのサイトにアクセスできるかどうかという「情報伝達の保証」に重点が置かれている。有用な情報を掲載しても、アクセスする側にウェブサイト上の情報を閲覧する手段や環境がなければ何も得ることができない。ウェブサイトにアクセスし、自分が求める情報、サービスを得ることができるかどうか、それがアクセシビリティである。現在までは、高齢者や障害者など、デジタルディバイド（情報技術の利用格差による情報格差）の中で不利な立場におかれる恐れのある層がアクセシビリティで配慮されるべき主な対象とされているが、若年層や障害のない人も含めて、誰にとってもウェブサイトによる情報伝達が保証されるようにするのがウェブアクセシビリティの目的である。

このようなアクセシビリティの考え方から、経済活動における知識の伝達においてもアクセシビリティという視点から考えられるべきであろう。

それは、グラフィック表現や文書作成などにおいて障害のある人や高齢の人にとっても知識を摂取できる伝達ツールを作成することのみならず、誰もが多くの知識を引き出せる形になっている必要がある。また、伝達ツール以外にも、誰もがミーティングに参加できるオフィス環境なども、知識のアクセシビリティを保障するために必要な環境として入るかもしれない。

さらに、最も重要なことは、共に知識を共有し創造する人同士が、フェイス・トゥー・フェイスのコミュニケーションを取れる環境を整備することが極めて重要な課題であるという点である。ハード面でのアクセシビリティとして、知識を交換するために、共に知識創造する人との地理的距離なども課題になるのではないかと考えられる。特に知識産業においては、企業の人員が活動する場所の地理的条件は重要な要件になっている。つまり、情報通信環境が発達した現在においても、知識活用を実現するためにはフェイス・トゥー・フェイスのコミュニケーションが欠かせないということである。

知識産業の代表的な存在がＩＴ産業であるが、２００２年に国土交通省が行ったソフト系ＩＴ産業の実態調査によれば、ソフト系ＩＴ産業の事業所は東京に３１％が集中しており、この状況は１９９９年９月以降ほとんど変化していないという。事業所数が１０００を超えるソフト系ＩＴ企業の大規模集積地は、東京以外では大阪府、神奈川県、愛知県、福岡県、北海道があり、これらの都道府県で全体の６割を占めている。

　


[image: image1.wmf]ソフト系ＩＴ産業事業所の都道府県別構成比（２００２年３月現在）

国土交通省『平成１４年版ソフト系ＩＴ産業の実態調査報告書』より
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国土交通省によると、この調査を行ったのは平成１３年が最初であったが、『平成１４年版ソフト系ＩＴ産業の実態調査報告書』において、この第１回目の調査について「前年度の調査においては、インターネット技術などを活用し郊外型事業所などが増加すると期待されたソフト系ＩＴ産業の事業所が、取引相手や協力事業所との対面での打ち合わせや営業活動を重視するため、大都市、特に東京２３区内のターミナル駅周辺に多く集積することが明らかになるなど、多くの成果を出せたと考えている。」と述べられている。実際、平成１４年版のソフト系ＩＴ産業企業に対するアンケート調査結果では、事業所立地にあたって考慮した点の上位項目は、「営業先へのアクセス」が「賃料の妥当性」に次いで２番目に多い。

ソフト系ＩＴ産業においては知識資産の割合が圧倒的に多く、例えば米マイクロソフト社の総資産の内、実に９割以上を知識資産が占めている。従って知識資産をいかに活用するかがもっとも重要であり、知識資産の多くが属人的であることから、フェイス・トゥー・フェイスのコミュニケーションによって知識を共有・創造するために、地理的条件の面で協力会社や取引先の社員とのアクセシビリティが高いことを重視していることがわかる。

　『近年、経済のソフト化、サービス化といった産業構造の変化が進み、知識集約型の製造業や、サービス業をはじめとする第３次産業が急成長しているが、これらは主に大都市に集中して立地している。特に、大都市の都心部には、製造業の本社などの中枢管理機能や金融・保険業、そしてこれら企業に対するサービス業の集中が顕著である。大都市に立地する企業は、互いに頻繁な取引やコミュニケーションを行っているが、そのようなコミュニケーションを通じて得られる知識や情報の必要性もまた近年になって飛躍的に増大している。このようなコミュニケーションの効率性が、企業の大都市への集中の原動力になっている。知識社会への意向に従って、人々や企業・組織の間でのコミュニケーション需要はますます増大しよう。』小林潔司『知識社会と都市の発展』森北出版株式会社P１４７

第三節　考察

本論は、なぜ情報デザインが重要であり、その担い手は誰なのか？という疑問から出発している。それらの疑問に対する答えとして、現代社会を知識社会として捉え、情報デザインを知識社会において知識の創造と共有に関わる誰にとっても重要な方法論であるという立場から書くものである。

情報デザインは一般にデザインの文脈から語られる。「デザインが情報と出会った」という言説である。しかし本論では、情報デザインをむしろ情報（知識）と社会史の文脈から考える。

かつて工業社会においては、モノが重要だった。しかし、いまや人々の生活にモノは行き渡り、むしろ溢れてさえいる状態になってきている。知識社会においては、産業においては情報・知識産業が発達し、企業経営においては知識創造が課題になり、職種としてデザイナー、コンサルタント、エンジニアなどのナレッジワーカーが台頭し、これらの人々は知識創造によって利益を生み出す。

産業革命をきっかけとする工業社会の到来に伴って生まれてきたのがモダンデザインの考え方だとすれば、ＩＴ革命をきっかけとする知識社会の到来に伴って重要になってきたのが情報デザインの考え方ではないだろうか。

経済活動における価値の源泉は、かつて工業社会においては主に有形の物であったが、その価値の源泉は２０世紀末から現代にかけて知識へと移行している。この工業社会から知識社会への移行、有形の物から無形の知識への価値の移行が、情報デザインの重要性を飛躍的に高めている。そしてそれは２０世紀末に始まり、２１世紀に入っても知識社会への移行に伴って現在進行形で進行している。

『情報デザイン―分かりやすさの設計―』においてエリック・シュピーカーマンは、我々が「情報不安症」に陥っており、それゆえ情報デザインの実践が切実に求められると述べている。ここでは求められる情報デザインとは、行政サービスやデザイナーが公共物や商品をデザインする際に求められる要素として考えられてきた。

　しかし、情報デザインとは現代社会において個人が価値を生み出すために誰もが身に付けるべき方法ではないだろうか。

“情報技術とそれを活用したメディアの発達により世の中に流れる情報は膨大になっている。我々は日々その膨大な情報に囲まれながら生活している。情報を的確にやり取りすることが求められる。その方法が情報デザインである”というのが一般に語られる情報デザインの問題解決の枠組みではないだろうか。

しかし、果たして我々の接する情報が本当に増大したのかといえば疑問である。新聞１部に含まれる情報量は、中世の人が一生に触れる情報と同じだけあるという。ブロードバンドの普及によって、我々は過去１００万年に扱った情報を３年の間で扱うという。確かに、その意味では我々が一生に触れる情報は飛躍的に増大しているといえるだろう。しかし、新聞１部に含まれる情報のうち、我々が本当に必要とするものがどれだけあるだろうか。つまり、我々が生きる上で必要とする情報の量が膨大に膨れ上がったかといえば、そうではないのではないだろうか。ではなぜ情報デザインが必要なのだろうか？情報の何が以前と変わったのだろうか？

変わったのは、情報の価値ではないだろうか。我々一人一人が必要として扱う情報が量的に増加したというより、社会における情報の価値が増大しているのではないだろうか。つまり、情報の価値が高まったからこそ、それを扱う我々には、その価値ある情報を的確な形にして効率良く伝えることが求められているのではないだろうか。

そして知識社会において価値ある情報とは知識である。堺屋太一の言葉を借りるならば「知価が高まっている」のである。知価を生み出すのは知識である。知識を共有し創造するための技能としての情報デザインは、デザインの現場のみならず誰もが身に付けなければならない能力の一つになるだろう。

企業活動においては「集団で行う何らかの事業･作業の生産性を高める」ことが常にテーマとなる。知識社会においては知識創造こそが生産であり、知識創造の効率を高めるためには、１つは人同士の知識の共有率をどこまで高められるか、そしてもう１つは共有を基に知識のシナジーをどこまで高められるかである。この知識創造の方法を組み込んだ経営手法が、ナレッジ・マネジメントあるいは知識経営と呼ばれ、注目を集めている。ナレッジ・マネジメントは、かつては情報技術を活用して情報処理を効率的に行う機械による情報管理の意味合いが強かったが、現在では属人的な知識をいかに生み出し運用するかという意味合いが強くなっている。今後の知識社会におけるナレッジ・マネジメントの現場でこそ、情報デザインの実践が求められるだろう。

最後に
知識社会において重視されると考えられる情報デザインの技能と、情報デザインの実践を助けるツールやサービスについて付記する。

プレゼンテーション（口頭情報デザイン）

　人間同士のあらゆるコミュニケーションの中で最も情報の伝達性の高いものがフェイス・トゥー・フェイスのコミュニケーションである。電話、ＦＡＸ、Ｅメールが浸透してきても、人同士が直に顔をつき合わせて話し合う形のコミュニケーションは一般に重要度の高い伝達事項においてほど利用される。従って、口頭のプレゼンテーションでどれだけ情報を伝えられるかが引き続き重要な課題になる。口頭プレゼンテーションの手法については企業活動の現場をはじめ様々な場で研究されているが、今後は更に重要性が認識されるべきであろう。

　

図解情報デザイン、マッピング・コミュニケーション、タブレットＰＣ

　図解は情報デザインの重要なスキルである。口頭説明により伝達された情報に比べ、図解により伝達された情報の方が、聞き手に記憶される情報量ははるかに多い。図解には情報ツールを用いたものと、そうでないものとがある。情報ツールには、マイクロソフト社のパワーポイント、ヴィジオ、などの代表的なツールがある。これらの使用法は既に企業活動の現場においては誰もが身に付けなければならないものになっているが、伝達性の高い高度な利用に関してはまだなされていない。人間の理解と認識の仕組みを踏まえた、より効果的な使用法が学ばれる必要があるだろう。

　会議の形態も、フェイス・トゥー・フェイスでの知識創造の効率に影響する重要な要素であるが、図解を活用して効率的に知識を共有する会議形態として、マッピング･コミュニケーションという手法が提唱されている。少人数のチームを２人１組に分け、それぞれブレイン･ストーミングをしながら白紙の上に地図状にアイディアを書いていき、ある程度で時間を区切って、それぞれの組が地図を辿りながらプレゼンテーションする。地図状の情報体系を視覚的に確認しながら共同で構築することによって、組内での知識共有を効率的に行うことができると共に、地図状に書いたものをそのまま図解資料として利用しながらプレゼンテーションすることで、話す側も聞く側も、思考の経過を辿りながらアイディアを聞くことが出来るというものである。

情報ツールに、図解作業をプレゼンテーションやディスカッションの中で手軽に行えるツールとして、現在タブレットＰＣが開発されている。タブレットＰＣとは、パソコンの画面上に、ペン状の電子ツールを用いて「ザウルス」の要領で図を描くことで、絵を描けるというタイプのパソコンである。従来、ＰＣの画面上のグラフィックデザインに手書きという形で情報を書き込むことはできなかったが、タブレットＰＣがコスト面などの課題をクリアして実用化すれば、インターネット上において遠隔地同士でも利用することが出来るため、アクセシビリティをも向上させる有効なツールになると考えられる。
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